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連結会計システムの導入経験

・1990年 建設業（子会社10社）
・1991年 ガス会社（子会社 約100社）
・1994年 石油会社（子会社 約30社）
・1996年 商社（子会社 約600社）
・1997年 製造業（子会社 5社）
・1997年 製造業（子会社 20社）
・2000年 薬品会社（子会社 80社）
・2001年 食品会社（子会社 約200社）
・2001年 電機メーカー（子会社約1000社）
・2002年 化学会社（子会社 約40社）
・2003年 石油会社（子会社 約50社）
・2004年 サービス業（子会社 5社）
・2006年 製薬会社（子会社 10社）
・2007年 化学品メーカー（子会社 約150社）

その他、総合計で約３０社
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当書の内容

Ｂ． 会計基準の変更概要Ｂ． 会計基準の変更概要

Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題

Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案

Ｃ．新セグメント会計基準への対応Ｃ．新セグメント会計基準への対応
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連結会計制度の変遷とシステムの動向

２１世紀

Ｅ
Ｒ
Ｐ

１９９０年代

１９８０年代

１９７０年代

企業結合会計

連結パッケージソフトの登場

制度のみに対応する
場当たりなシステム

連結決算中心

四半期開示

単体決算中心

１９７７年に連結決算の制度化

１９９１年
有価証券報告書に連結情報組み入れ

大型電算システム

１９９４年
重要性の原則撤廃！

コンピュータは難しいもの

制度と管理の
融合システムキャッシュ・フロー計算書



4

Hiro Business Solutions

HBS

© 2011 Hiro Business Solutions, Inc.

これまでの連結会計システムの性格

多くの連結会計システムの現状

連結会計を理解している経理部門の限られた人だけが利

用できるシステム

＝パソコンベースの、経理部門主導で構築されたもの

制度連結への対応を意識したシステムで、管理連結対応

は意識されていない

グループ会社とのデータ統合が実現されていない

なぜ（経緯）

さわらぬ神にたたりなし！

連結会計に携わる人材不足（稀少）

90年代、21世紀初頭の制度改訂が著しく、

制度に対応することで精一杯

連結会計システムだから連結会計の機能

重視。ただ、連結会計の問題のほとんどは

データ収集にあるので、連結会計システムに

関る根本的な課題はデータ収集に

制度への対応がメインにシステムを構築し

グループ経営管理のためのシステムにはなっていない

制度への対応がメインにシステムを構築し

グループ経営管理のためのシステムにはなっていない
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当ソリューションのねらい

開発時点からこれまで

それなりの設計文書も整い、
それなりに開発コストもかけ、
業務には真面目に取り組み、
運用・保守体制も整ってはいるが

が

現在の状況

運用・保守コストがかかる
データ利用の高度化に欠ける
改修を施そうにも「どこから」「何を」が
業務の効率化が図れない

現行の連結決算業務プロセスや制度について評価する

現在利用している連結会計システムが古くなってきているので、より良いシステムを検討したい

 グループ経営管理のあるべき姿を探求していきたい

グループ経営管理をより効率的（低コストで楽に早く）に行う仕組みを策定したいグループ経営管理をより効率的（低コストで楽に早く）に行う仕組みを策定したい

 現行の連結決算業務プロセスの改善点
 現行の各種制度の改善点
 システムについて

現行システムを改善していくのがいいのか
新システムを構築するのがいいのか、



6

Hiro Business Solutions

HBS

© 2011 Hiro Business Solutions, Inc.

連結業務の効率化・スピード化

連結経営管理サイクルの確立

連結経営管理情報の一元化・共有化

制度連結と管理連結との融合

予算管理業務のシステム化・共有化

これから検討すべきシステム上の課題

主な問題点

グループ会社によって勘定科目体系が異なるグループ会社によって勘定科目体系が異なる

グループ会社で利用する会計システムが異なるグループ会社で利用する会計システムが異なる

グループ会社の決算期が異なるグループ会社の決算期が異なる

連結処理（消去、セグメント、ＣＦ）に時間がかかる連結処理（消去、セグメント、ＣＦ）に時間がかかる

制度と管理とで異なる情報を求める制度と管理とで異なる情報を求める

予算業務は手作業（エクセルベース）予算業務は手作業（エクセルベース）

突然、新たな経営管理項目を要求される突然、新たな経営管理項目を要求される

これから検討すべきこと

単体システムとのデータ連動

経営管理項目の見直し

連結処理（ＣＦ、ハンド）の効率化
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当書の内容

Ｂ． 会計基準の変更概要Ｂ． 会計基準の変更概要

Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題

Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案

Ｃ．新セグメント会計基準への対応Ｃ．新セグメント会計基準への対応
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会計基準の変更内容

２００９年２月４日 金融庁

我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）（案）」

http://www.fsa.go.jp/news/20/20090204-1.html

２００９年２月４日 金融庁

我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）（案）」

http://www.fsa.go.jp/news/20/20090204-1.html

持分法に関する会計基準（企業会計基準第16号）

セグメント情報等の開示に関する会計基準（企業会計基準第17号）

企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号）

連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号）

持分法に関する会計基準（企業会計基準第16号）

セグメント情報等の開示に関する会計基準（企業会計基準第17号）

企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号）

連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号）

企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針

（企業会計基準適用指針第10号）

連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針

（企業会計基準適用指針第21号）

 「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針

（企業会計基準適用指針第20号）

企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針

（企業会計基準適用指針第10号）

連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針

（企業会計基準適用指針第21号）

 「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針

（企業会計基準適用指針第20号）

国際会計基準の

日本での受け入れも

待ったなしの状況に
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連結の新会計基準

2）左記の場合、原則として資産計上を求める2）被取得企業から受け入れた資産に識別可
能な無形資産が含まれる場合、取得原価を
当該無形資産に配分できる

1）左記の会計処理を廃止1）取得対価の一部を研究開発費等に配分し
た場合、配分時に費用処理

企業結合により受け入れた研究開発の途中
段階の成果の会計処理等

のれんを外国通貨で把握し、決算日の為替
相場により換算

発生時の為替相場により換算在外子会社株式の取得により生じたのれん
の換算方法

連結財務諸表では、原則、個々の取引すべ
ての企業結合日における時価で算定し、
個々の取引ごとの原価の合計額との差額は
損益として処理

個々の取引ごとの原価の合計額

段階取得による取得原価：段階取得による取得原価：段階取得における会計処理

全面時価評価法により評価した資産・負債に
基づき測定

全面時価評価法または部分時価評価法によ
り評価した資産・負債に基づき測定

少数株主持分の測定

のれんが生じた事業年度の利益として処理取得の実態に基づいた適切な期間（20年以
内）で規則的に償却

負ののれんの会計処理

企業結合日（又は事業分離日）の時価を基礎
として算定する

原則、合意公表日前の合理的な期間の株価
を基礎として算定する

株式を取得の対価とする場合の当該対価の
測定日

持分プーリング法を廃止持分プーリング法とパーチェス法が採用され
ている

持分プーリング法の廃止

改正後改正前項 目

依然、日本基準とＩＡＳ・米国基準との差は発生している

主に「のれん」の取扱い、段階取得における会計処理など、支配喪失

米国基準や国際会計基準での開示には

システム対応が必要
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セグメント情報等の開示に関する会計基準

対象とする開示の範囲

（※）負債については、最高経営意思決定機関に定期的に提供され、使用されている場合に開示しなければならない。

IFRS（国際財務報告基準）、米国基準等で採用されている「マネジメント・アプローチ」が導入されている。（会計基準

第6項、第45～50項など）

「マネジメント・アプローチ」とは、企業内部で経営者が、経営上の意思決定を行い実際の業績評価等に使用してい

る事業部門別等の財務情報を基礎として、セグメント情報を開示する方法である。(なお、現行制度では、製品の種

類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づいてセグメントを決定している。)

開示対象が

拡大
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当書の内容

Ｂ． 会計基準の変更概要Ｂ． 会計基準の変更概要

Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題

Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案

Ｃ．新セグメント会計基準への対応Ｃ．新セグメント会計基準への対応
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セグメント情報の開示例

流通小売業２社

14483

雑貨販売事業商業印刷事業カード事業紳士服販売事業

所在地セグメント、海外売上高：開示なし

Ａ社

Ｕ社 事業別セグメントは衣服販売業が９０％以上と開示なし

4591

その他欧州日本

所在地セグメント

自動車会社Ｎ社

694

販売金融自動車

14194424

その他欧州北米日本

所在地セグメント

事業別セグメント

金額は合計に対する百分比

これらのセグメント情報は

経営や投資家に対して

有用な情報ですか？
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グループ経営管理での分析軸

製品別
顧
客
別

部門別

チ
ャ
ネ
ル
別

工場別・地域別・・・・・

流通業のセグメントは？
製造業は？
サービス業は？
建設業は？
・・・・・

マネジメントアプローチによるセグメント区分

管理目的の内部機構に基礎をおくアプローチ
マネジメント（企業の最高経営意思決定機関）が経営意思を
決定する際に用いる区分によりセグメント情報を開示しよう
というもの
内部組織に基づく情報はそれ自体として財務諸表の利用者に
価値の高い情報を提供すると考えられること

オペレーティング・セグメント
経営者が事業上の意思決定や業績評価のために
設定した構成要素

セグメントに対する資源配分の決定、業績評価のために、最
高意思決定者によって定期的に業績評価がなされていること軸

を
決
め
る
こ
と

会社経営上の組織体系と

セグメント区分が

本来同じになるはず。

会社経営上の組織体系は

役員会などに報告される分析資料など

会社経営上の組織体系と

セグメント区分が

本来同じになるはず。

会社経営上の組織体系は

役員会などに報告される分析資料など



14

Hiro Business Solutions

HBS

© 2011 Hiro Business Solutions, Inc.

マネジメントアプローチの導入は発想の転換が必要

ディスクローズは面倒だけど

会計士に文句言われない程度にすればいいか

グループ会社から思った通りのデータ集まらない

配賦のあり方が定まらず、配賦処理が大変

数字を作っても誰からも質問がない

（理解されていないか、無関心なのか）

制度と管理で取り扱うデータが異なる

○○別、△△別、××別、色んな切り口のデータ

分析を要求される

制度で求められるものさえ開示すればいい

との従来の発想

その結果

役員会で報告される事業分類は何か

それぞれの事業別責任者は明確になっているか

経営管理に必要な管理項目

経営管理の積み上げが制度上のセグメント

事業区分ごとの有益な配賦の実現

マネジメントアプローチによる

セグメント情報

その結果

「制度でしようがないから開示をしよう」との考えの刷新が必要！「制度でしようがないから開示をしよう」との考えの刷新が必要！
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従来のセグメント情報の問題点と新基準の特徴

■従来のセグメント情報の問題点

・開示すべきセグメント区分の定義が不明確であるため、企業の恣意的な解釈の結果、開示されている
セグメント数が少ないことや単一セグメントとして報告する企業が多い。
・我が国を代表する大企業の２割近くが単一セグメント、もしくは重要性が低いとの理由で事業の種類別
セグメントを作成しておらず、現行制度が十分に機能していない。

■マネジメント・アプローチの特徴

（1）企業の内部組織の構造、すなわち、最高経営意思決定機関が経営上の意思決定を行い、また、企業
の業績を評価するために使用する事業部、部門、子会社又は他の内部単位に対応する企業の構成単位
に関する情報を提供すること
（2）最高経営意思決定機関が業績を評価するために使用する報告において、特定の金額を配分している
場合にのみ、当該金額を構成単位に配分すること
（3）セグメント情報を作成するために採用する会計方針は、最高経営意思決定機関が資源を配分し、業
績を評価するための報告の中で使用するものと同一にすること
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制度連結と管理連結とのシステムの融合

・相互の目的を実現しつつ、「制度連結は管理連結の延長上に構築」する

方向で評価・検討

取り組みポイント

制度連結と管理連結の融合

同一システムで実現する方向で検討

重要事項

【融合に向けての方向性】

管理連結システムを制度連結システムの延長線上に構築

管理連結の定義が以下と仮定した場合は

①「四半期、月次、等の高頻度の管理」

⇒年１－２回の実施を頻度を高めて実施

②「法的な枠組みにとらわれないセグメント管理」

⇒制度上のセグメントと管理上のセグメントを一元管理

③「非連結会社等を含むより対象範囲の広い管理」

⇒連結対象を包括する連結グループを複数管理

基本は「大（管理連結）＞小（制度連結）」
（はみ出る部分の検討がポイント）

管理連結要件

制度連結要件

データ入力
外貨換算
相殺消去
外部報告セグメント
キャッシュフロー計算書

四半期・月次
予算連結
高度なセグメント
会計処理基準の相違
簡便処理
非会計データ管理

・要件の違い ・詳細度の違い

・目的の違い ・二重管理（入力、処理）

・外部セグメントと内部セグメントのねじれ

・システム構築、メンテナンスの効率化

（連結システムのスキル保持者の効率的活用）

・内部向けと外部向けの業績説明データの整合性確保

・実績決算時における二重作業の排除

（管理部門の要員を制度連結の作業へ投入可能）

融合により
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当書の内容

Ｂ． 会計基準の変更概要Ｂ． 会計基準の変更概要

Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題Ａ．連結会計制度の変遷とシステムの課題

Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案Ｄ． システム変更のフィージビリティスタディのご提案

Ｃ．新セグメント会計基準への対応Ｃ．新セグメント会計基準への対応
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グループ経営管理を取り巻く環境と主要課題

取り巻く環境

会計基準・制度改定

四半期レビュー、子会社の会計方針統一

セグメント情報

投資家や経営者からの開示情報の詳細化

持ち株会社解禁

企業統合・分社への対応

人材確保の難しさ

内部統制報告制度の運用 等

主要課題（想定）

会計制度への正確な対応

連結決算業務の効率化

決算早期化への対応

グループ経営管理の仕組み構築

ＰＤＣＡサイクルの実行

システムの老朽化の改善

グループ会社からのシームレスなデータ収集

制度連結と管理連結の統合

連結ベースの予績管理

環境変化・主要課題への対応力を保有し、環境変化・主要課題への対応力を保有し、

「より効率的」、「よりスピーディー」、「より柔軟」な「より効率的」、「よりスピーディー」、「より柔軟」な

連結業務が出来る「グループ経営管理システム」連結業務が出来る「グループ経営管理システム」

必要なこと必要なこと
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アウトプットマネジメント
アウトプットされた数表の観察(問題の発見）、分析の仕方、判断の行動指針を示すこと

アウトプットマネジメントアウトプットマネジメント
アウトプットされた数表の観察(問題の発見）、分析の仕方、判断の行動指針を示すこと

ＤＷＨ
（RDB、MDB、OLAP）

ＤＷＨ
（RDB、MDB、OLAP）基幹系システム

社長

経営層

責任者

部門長

P ⇒ D ⇒ C ⇒ A

オペレーション

P ⇒ D ⇒ C ⇒ A

P ⇒ D ⇒ C ⇒ A

P ⇒ D ⇒ C ⇒ A

P ⇒ D ⇒ C ⇒ A

職制別に見るべき計数は異なる。
また、重視すべき計数も経営目標により
異なる。

職制別に見るべき計数は異なる。
また、重視すべき計数も経営目標により
異なる。

経営目標経営目標

例えば、

■企業での計数及び計算式
■職制毎の見るべき計数
■行動指針（どのように行動するか）

■閲覧方式
■職制毎の数表デザイン
■アラート表示
■ドリルダウン、時系列分析
■間接費配賦（地域別、部門別）

アウトプットマネジメントの確立
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業務改革・システム企画を成功させるために

理想のシステム理想のシステム

パッケージのパッケージの
サポート領域サポート領域

現行システム現行システム

クリティカルクリティカル

な要件な要件

現行業務・システムとパッケージの
単純比較に終始しない

現行業務・システムとパッケージの
単純比較に終始しない

 重要なのは、クリティカルな要件（目的）／機能がカバーされているか否かである。重要なのは、クリティカルな要件（目的）／機能がカバーされているか否かである。
 トータルで見たレベルアップを図る。（パッケージ導入によるメリットも考慮する）トータルで見たレベルアップを図る。（パッケージ導入によるメリットも考慮する）

 ““理想のシステム理想のシステム””とパッケージのサポート領域のギャップを埋める手段も考慮するとパッケージのサポート領域のギャップを埋める手段も考慮する
 個別の細かい要件・機能の有無にまどわされてはいけない。（目的重視）個別の細かい要件・機能の有無にまどわされてはいけない。（目的重視）

経営サイドの視点から
不可欠な要件（目的）と機能

この要件（目的）が実現しないと･･･

•競争力が低下する
•他の業務システムとの連携が困難
•将来の拡張性が制限される
•業務の遂行に多大なコストがかかる

経営サイドの視点から
不可欠な要件（目的）と機能

この要件（目的）が実現しないと･･･

•競争力が低下する
•他の業務システムとの連携が困難
•将来の拡張性が制限される
•業務の遂行に多大なコストがかかる

ここに気をとられがちここに気をとられがち
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効果創出のシナリオが重要

効果創出のシナリオを最初にきっちりと固め、そこにアプローチしていくことが大切。

コスト削減関係

【連結営業利益率】
○○%(○○億円以上

【連結EVA】

ポジティブ

【連結財務指標1】
D/Eレシオ ○倍以下

【連結財務指標2】
ROE ○○%以上

×総資産回転率

提供すべき
顧客価値

業務プロセス

対象となる
インフラ

企業価値
（財務面）

売上関係 資産効率系化関係

連結経営管理プロセス

連結経営管理システムの構築

月中トレンド把握&原因訴求
による迅速な対応の実現

業務平準化の実現
（ピークスタッフィングの解消）

明細レベルでの在庫管理
（による余剰在庫）

CSの向上による
売上増・離反率減

マーケットの好感

財務報告の信頼性
内部統制の保証

効率的な運用・保守の整備

CSの向上 CSR対応の向上

格付け~株価の向上

棚卸資産
の低減

運用・保守コストの削減

人員削減
（社員・外注）

債権回収
の促進

未回収金
の低減

在庫管理
費削減

売上の増大・維持
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ＦＳ（フィージビリティスタディ）の作業計画

現状分析現状分析 課題調査課題調査

外部情報の収集外部情報の収集

報告書
の作成

報告書
の作成作業計画作業計画

ＲＦＰの作成ＲＦＰの作成

課題の検討課題の検討

▼ ｷｯｸｵﾌ ▼ 報告

現行業務・システム調査
課題分析

現行業務・システム調査
課題分析

中間報告中間報告

▼ 中間報告

実現要件の検討 アクションプランの策定

次フェーズ
立ち上げ

次フェーズ
立ち上げ実現化の検討実現化の検討

アクションプランの
レビュー

アクションプランの
レビュー

ＦＳの範囲ＦＳの範囲 システム
概念設計/
基本設計

システム
概念設計/
基本設計

業務改革の継続業務改革の継続

運用/定着運用/定着

システム
開発

システム
開発

技術基盤構築技術基盤構築

テスト/移行テスト/移行

８週 ～ １２週
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要件定義をする上でのポイント

現状に固執せず、幅広い情報収集・調査分析により、クリティカルな要件を整理する。

現状の把握

要望の整理

課題
課題の
整理

現状

気付き

追加
(価値）

現状
（改善）

基本要件の整理
構築フェーズにおいてパッケージの保有する良
い機能の気づきを活用する
(事例提供と開発で様々な気づきの活用）

課題解決のための新たな要件を組み込み、
競争力強化につなぐ

パッケージの標準機能活用により、良さを引き
出し、業務の効率化等につなぐ

アクションプラン

現状
（廃止）

コンサルタントの経験や他社
事例、ベンダーからの

良い機能の発見

現行の手続きの廃止、自動化、統合、置換な
どによる業務効率の向上

アクションプラン
策定につなげる
実現要件の文

書化

クリティカルな
要件の
整理

実現要件
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実現したいことのまとめ

現行の連結決算業務プロセスやシステムについての評価結果現行の連結決算業務プロセスやシステムについての評価結果

連結決算業務主要機能一覧とシステム化検討連結決算業務主要機能一覧とシステム化検討

課題（ボトルネック業務、できていない業務）と施策案課題（ボトルネック業務、できていない業務）と施策案

コード体系の現状と今後の方向性コード体系の現状と今後の方向性

個社システムの現状とデータ統合の方向性個社システムの現状とデータ統合の方向性

～ 予定成果物 （例）～

中間報告

セグメント区分、経営管理項目の評価結果セグメント区分、経営管理項目の評価結果



25

Hiro Business Solutions

HBS

© 2011 Hiro Business Solutions, Inc.

連結会計ソフトの状況

• http://www.sap.co.jp/• SAPジャパン株式会社SAP ＢＯＦＣ３

• http://www.diva.co.jp/• 株式会社ディーバＤＩＶＡSystem４

• http://www.isid.co.jp/• 電通国際情報株式会社ＳＴＲＡＶＩＳ５

• http://www.sap.co.jp/• SAPジャパン株式会社SAP BPC２

• http://www.sap.co.jp/• SAPジャパン株式会社SAP SEM/EC-CS１

• http://www.cynancial.com/• シナンシャルシステムコンサルティングSuperCompact７

• http://www.mki.co.jp/macs/ca/• 三井情報開発MACS-eCA１２

• http://www.tkc.co.jp/• 株式会社TKCCA-DRIVER連結会計システム１１

• http://www.otsuka-shokai.co.jp/• 株式会社大塚商会スマイルα１０

• http://www.b-trust.co.jp/• 株式会社ビジネストラスト連結大王９

• http://www.hyperion.co.jp/• ハイペリオン株式会社Ｈｙｐｅｒｉｏｎ６

• http://www.imprex.co.jp/• 株式会社インプレスＩＣＡＳ８

ホームページ等提供会社製品名No

パッケージベンダーの状況

•大手監査法人の系列、独立系、ERP系に分かれる。
•連結決算を必要とする会社は、日本で２５００社程度だと推測されるので、マーケット数は多くないので安くない。
•連結会計自体が難解なので、業務要件を理解しているコンサルタントは少ない
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Hiro Business Solutions(株） 代表取締役 広川敬祐のご紹介

広川 敬祐 のご紹介

＜略歴＞
１９８４年－１９８７年 青山監査法人（プライスウォーターハウス）東京
１９８７年－１９９４年 英和監査法人（アーサーアンダーセン）大阪
１９９４年－１９９８年 ＳＡＰジャパン株式会社
１９９８年－ Hiro Business Solutions 設立

現在 日本公認会計士協会東京会常任幹事（コンピュータ委員会担当）

＜主な業務経験＞
・大手企業の会計監査（約５０社）
・ＥＲＰの連結会計システム構築（約３０社）
・会計システム構築（約１０社）
・ＥＲＰシステムプロジェクト管理全般
・ＥＲＰシステムのプロジェクト計画立案
・管理会計システム構築基本設計

ビジネスとＩＴに精通する専門家がご提供します。
ＩＦＲＳへの対応は経理部門の担当者だけでなく、企画部門、システム部門、経営管理者、監査人等の利
害関係者と調整ができるレベルの人が担当します。

会計知識が十分にあること会計知識が十分にあること

ＩＴにも通じていることＩＴにも通じていること

人脈が広いこと人脈が広いこと

（英語ができること）（英語ができること）

関係者と調整できること関係者と調整できること

プロジェクト管理ができることプロジェクト管理ができること

～ ＩＦＲＳ対応に求められる資質 ～
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〒105-0003 東京都港区西新橋1-2-9 日比谷セントラルビル14階
Hiro Business Solutions 株式会社 TEL.03(5532)7449

http://www.hbs.gr.jp/

問い合わせ先 info@hbs.gr.jp

当書にご関心をお寄せいただいた場合、ご遠慮なくご連絡下さい。

ご相談、問い合わせは無料です。

当書に記載の内容は予告なく変更する場合があります。予めご了承下さい。
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